
2025年12月
の参考銘柄

●パロ・アルト・ネットワークス（PANW：NASDAQ $ 193.63）

世界首位級のサイバーセキュリティー会社。ファイアウォール製品の販売をベースに、サブスク収入
を積み上げる事業モデル。政府機関等が主顧客。2025年第4四半期売上高25.4億ドル（前年比16%増）、
次世代セキュリティARR（年間経常収益）55.8億ドル（32%増）。運用利益率30%超で、成長と収益性を
両立。

●アマゾン・ドット・コム（AMZN：NASDAQ $ 232.38）

ＣＥＯはＡＩ事業の勢いを強調、自社小売りアプリのＡＩチャットボット「ルーファス」が年100億ド
ルの追加売上をもたらすと試算。

●オラクル（ORCL：NYSE $ 207.73）

データベース管理ソフト最大手にしてソフトウェア世界第2位。トランプ政権が支援し、ソフトバンク
Ｇ等と協業するＡＩインフラ整備事業「スターゲート計画」に参画。

＜参考銘柄＞ アルファベットA（GOOGL：NSDAQ $ 319.63）エヌビディア（NVDA：NASDAQ $ 179.59）
ロビンフッド・マーケッツ（HOOD：NASDAQ $ 133.64）イーライ・リリー（LLY：NYSE $ 1,033.56）
ウォルト・ディズニー（DIS：NYSE $ 105.74）ベライゾン・コミュニケーションズ（VZ：NYSE $ 40.67）

●日本マイクロニクス（6871：PRM 100株 6,490円 約65万円）

ウエハ段階での半導体の電気的特性検査に用いる消耗品の計測器具「プローブカード」で世界シェア3
位。生成AI活況で先端メモリー半導体用好調、工場フル稼働続く。最高純益で増配。

●ＴＯＷＡ（6315：PRM 100株 2,120円 約21万円）

超精密金型をコア技術とし、半導体製造用精密金型、半導体製造装置、ファインプラスチック成形品
などを手掛ける。半導体のモールディング（樹脂封止）装置では世界シェア首位。業績は回復基調で、
今26年3月期は売上高560億円（前期比5％増）、営業利益98億円（同10％増）、1株利益91.46円の計画。
生成AI関連の投資拡大が本格化する中、後工程を含むメモリ各社は、増産と次世代HBM量産投資を強化
している。株価は24年5月の高値4853.3円から大きく売られ、底入れ感が強まっていると思料。

●NXホールディングス（9147：PRM 100株 3,258円 約33万円）

世界的総合物流企業で国内最大手。世界第5位。ＡＩ・量子技術を活用した物流最適化、スキマバイト
サービスで人財確保を強化、3Dプリント義足事業など、社会貢献型のイノベーションも特徴。
＜参考銘柄＞ 三菱電機（6503：PRM 4,339円 約44万円）富士通（6702：PRM 4,109円 約42万円）
三井Ｅ＆Ｓ（7003：PRM 6,340円 約64万円）デンソー（6902：PRM 2,022円 約20万円）
三菱重工業（7011：PRM 3,886円 約39万円）Ｔ＆Ｄホールディングス（8795：PRM 3,464円 約35万円）

●Ｏｎｅ／フィデリティ・ブルーチップ・グロース株式ファンド

成長型／隔月決算・予想分配金提示型（アセットマネジメントOne）

主として、米国を中心に世界（日本を含みます。）の金融商品取引所に上場（これに準ずると委託会
社が判断したものを含みます。）されている優良企業の株式に実質的に投資を行い、長期的な値上が
り益を獲得することをめざします。

●日本好配当リバランスオープン（SBI岡三アセットマネジメント）
わが国の金融商品取引所上場株式を主要投資対象とし、投資信託財産の成長を図ることを目標に積極

的な運用を行います。

※ 交付目論見書の表紙を同封します。投資にあたっては必ず目論見書をご覧ください。

※ 目論見書等は、本店または黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

日本株

アメリカ株

投資信託

投資信託の買付時の手数料は、
約定代金の３．３％（税込み）です。

2025年12月3日終値

2025年12月3日通常取引終値
国内店頭取引の場合、日本
円で約30万円程度から
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※ 目論見書は、本店又は黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

投資にあたってのご留意事項
手数料等について

■国内株式

国内株式の売買には、約定代金に対して最大1.265%（消費税込）の委託手数料が必要となります。

委託手数料が2,750円に満たない場合は2,750円（消費税込）

■外国株式

現地委託取引の際の国内取次手数料（消費税込）

約定代金が2.5万円以下の場合・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

約定代金が2.5万円以上の場合・ ・ ・ ・  ・ ・ ・ ・ ・

現地諸費用：外国取引にかかる現地諸費用（SEC Fee 等）の額は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、

本書上でその金額等をあらかじめ記載することはできません。

「外国証券取引口座」を開設されていない場合は、口座開設が必要となります。

国内店頭取引の場合

当社の定める価格(現地終値の概ね2.5%上下の価格)・為替(午前と午後に基準為替を決定し、その0.5円上下)でのお取引となります。

◎

※

◎

◎

◎

◎

■投資信託

投資信託の場合は、各銘柄ごとに設定された販売手数料および信託報酬等諸経費をご負担いただきます。手数料の料率・額

は銘柄によって異なりますので、ここに具体的に記載することはできません。各銘柄の目論見書等をご覧ください。

◎

主なリスクについて

株価変動リスク◎

政治・経済、社会情勢等の変化により、株式相場等が変動し損失を被るおそれがあります。

信用リスク◎

有価証券等の発行者の信用・財務状況などの変化等により、価格等が下落したり、投資元本を回収できなくなったりするこ

とで、損失を被るおそれがあります。

流動性リスク◎

流動性の悪化または流通市場の混乱により、損失を被るおそれがあります。

為替変動リスク◎

外国為替相場の変動等により、受取金額が増減し損失を被るおそれがあります。

投資信託のリスクは、各銘柄により異なります。各銘柄の交付目論見書等をご覧ください。

当社が取扱う金融商品は、上記リスク等により損失が生じるおそれがあります。商品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、

当該商品の契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をお読みください。

※

このリーフレットは、お客様の投資判断の参考となる情報を提供することを目的としたものです。銘柄の選択・投資に関する最終判断は、お客様

ご自身の判断でお願いします。また、本リーフレットは、信頼できると思われる情報に基づき作成したものですが、その正確性・完全性を保証する

ものではありません。 このリーフレットの内容は、リーフレット作成時における当社の見通しであり、今後予告なく随時変更することがあります。

掲載した銘柄について、我が国の金融商品取引法による企業内容開示が行われていない場合や当社で買い持ち及び売り持ちしている
場合、当社の役職員が投資している場合があります。
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約定代金の１１％

約定代金の１．２％×１．１（最低2,750円）

※
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